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回　答
●“住友生命「Vitality」”の保険料の払込方法は、クレジッ

トカード払いおよび団体扱い、つまり給与引き去りの２
通りとしており、ご指摘のとおり、口座振替について現在
は対象外としております。

●“住友生命「Vitality」”は、他の保険と異なる特性が２点
ございます。
１点目は、保険料を払込みいただく保険契約と、利用料を
払込みいただくVitality健康プログラム契約の２つで構
成される商品であるということです。
２点目は、Vitality健康プログラムのステータスに応じ
て毎年保険料が変動するということです。

●このような特性を踏まえ、毎月この２つの契約の保険料
等を確実に収納することを前提に口座振替を行うにあ
たっては、お引き去りができなかった場合を想定した事
務対応やシステム構造が複雑化してしまうといった側面
がございました。また、新たに構築が必要となった
Vitality利用料の収納システムについても、口座振替に
比べて、クレジットカード払いの方がコスト面で優位性
がございました。

●そこで、“住友生命「Vitality」”発売当初は、より安定的か
つ確実な保険料収納を実現するために、払込方法をクレ
ジットカード払い等に限定して口座振替は取り扱わない
こととさせていただきました。

● 一 方 で、ご 意 見 を 頂 戴 しましたとおり、“ 住 友 生 命
「Vitality」”発売以降、デジタル決済も含め、決済手段の
進化、多様化が加速度的に進んでおり、それとともにお
客さまのニーズも多様化しているものと認識しており
ます。

●そのような環境変化も踏まえつつ、よりよい商品・サー
ビスを検討する中で、“住友生命「Vitality」”の保険料の
払込方法に関するお客さまの利便性向上につきましても、
引き続き研究・検討を重ねてまいります。

回　答
●新型コロナウイルス感染症については、入院給付金等の

お支払い増加に伴う財務面での影響もありましたが、５
類相当への分類変更に伴い、今後の影響は限定的になっ
ていくものと考えております。

●一方で、２０２０年以降のコロナ禍において、人々の生活
様式が大きく変化したことにより、デジタルツール等を
活用した非対面営業を可能とするなどの様々な取組みを
行ってまいりましたが、ポストコロナにおいても、コロナ
禍において構築した非対面インフラや各種デジタル化の
整備等については、今後の社会環境に適合させる形で、さ
らに発展させていく必要があると考えております。

●大規模な自然災害や感染症、サイバー攻撃等のリスク発
生時の備えとしましては、各種対策マニュアルやＢＣＰ

（業務継続計画）を策定しており、さらには、事象が起こっ
た際を想定した訓練を定期的に実施するなど、迅速かつ
適切な対応を行いうる態勢を整備しております。

●今後発生しうるリスクにつきましては、少子高齢化や人
口減少などに加え、気候変動、雇用環境や働き方の変化、
デジタル技術の更なる進展など、様々なリスクが当社事
業に影響を及ぼしうると認識しております。

●このような環境変化に対応し続けていくため、「サステナ
ビリティ経営方針」に基づき、保険や健康増進という領域
に加え、地域創生や地球環境といった社会課題の解決に
も積極的に取り組んでまいります。

　新型コロナウイルス感染症が５類扱いとなったこ
とが経営にどのような影響を与えると認識されてい
るか。また、今後どのようなリスクが生じると認識
されており、対応策の用意はあるのでしょうか。また、
自然災害、感染症、サイバー各々のリスクに対する 
ＢＣＰの取組みはできているのでしょうか。

各種リスクへの対応について

　Vitalityの保険料の払込方法は、団体扱いを除きク
レジットカード払いに限定されていると聞きました。
　多種多様なお客さまのニーズに応えるためには、
口座振替等他の払込方法も必要であると考えますが、
なぜ、クレジットカード払いに限定されているので
すか。

“住友生命「Vitality」”の保険料の払込方法について Vitalityアプリの利用頻度向上に向けた施策を検討されていますか。多くのヘルスケアアプリにあるような運動
データの分析や、保険料割引率・特典（リワード）の獲得状況の表示など、モチベーションアップにも繋がるような内
容だとありがたいです。

　“住友生命「Vitality」”に継続してお取り組みいただく
ため、アプリの利用頻度の向上は重要であると考えてお
り、その施策の一環として、2023年2月に「パーソナル
健康増進サポート＆パーソナル疾病リスクレポート」
（Vitalityアプリ内名称：ペース管理＆疾病リスク）機能の
提供を開始いたしました。この機能は、健康増進活動を
習慣化していただくため、目標とするステータスまでの
ポイント獲得ペースを管理する機能や、“住友生命
「Vitality」”の取組み状況や利用者の性格等に応じた個
別のアドバイス、健康診断結果や運動状況に基づいて毎
週更新される疾病リスク評価を確認できる機能です。

　また、2023年3月に「Vitalityフレンズ」機能の提供
を開始いたしました。この機能は、家族や友人、職場の皆
さまなどと一緒にチームを作成し、アクティブチャレンジ
の取組み状況や運動データを共有できる機能です。運
動の習慣化に向けて皆さまで“住友生命「Vitality」”を
お楽しみください。
　引き続き、ご意見・ご要望、他のヘルスケアアプリに搭
載されている機能なども踏まえて、より一層皆さまの健
康増進に資するアプリとなるようレベルアップを図って
まいります。

脱炭素に向けた取組みを教えてほしい。

　当社は、生命保険事業者であると同時に、将来にわ
たってお客さまに保険金等をお支払いするために安心・
確実を旨とする資産運用に取り組む機関投資家という立
場でもあります。
　この事業の公共性、規模、社会への影響の大きさを踏
まえ、地球環境保護への取組みを重要な経営課題の一
つであると考えており、脱炭素社会への移行を促すこと
でカーボンニュートラル社会の実現に貢献することをサ
ステナビリティ経営方針に明記しております。2021年4
月には、その実現に向けて、2050年の温室効果ガス（Ｇ
ＨＧ）排出量ネットゼロ達成を掲げました。また、2023年
3月には、2030年削減目標についても、2019年度対
比50％削減に引き上げを行うなど、生命保険事業者お
よび機関投資家の双方の立場から取組みを進めており
ます。

　生命保険事業者としては、電気使用量の削減や、給付
金請求手続きのオンライン化などによる環境負荷の大
きい紙使用量の削減といった、省エネルギーや省資源の
取組みを中心に、職員の環境意識を高めながら全社的な
取組みを推進しております。
　機関投資家としては、脱炭素化に向けた企業努力を後
押しすべく、スチュワードシップ活動を通じた投資先との
対話や、グリーンボンド等を活用した企業の資金調達に
積極的に応えることに注力しており、また、太陽光発電な
どの再生可能エネルギー向けプロジェクトファイナンス
にも積極的に取り組んでおります。
　このような取組みを通じ、気候変動という世界共通の
社会課題の解決に貢献し、社会に「なくてはならない」生
命保険会社の実現を目指してまいります。

大阪府と共同で取り組んでいる「次世代スマートヘルスに関する共同プロジェクト」のような取組みを今後他の自治体
へ展開する予定はありますか。

　大阪府と共同で「次世代スマートヘルスに関する共同
プロジェクト」として、府民の皆さまにVitality健康プロ
グラムを12週間無料で提供する取組みを行っており、
この大阪府以外でも、これまでに茅ヶ崎市、山形市、函館
市とも連携してVitality健康プログラムを一定期間無料
で提供する取組みを実施しております。今後は自治体と
連携したVitality健康プログラムの提供を「Vitalityウ
オーク」と称し、2025年度末までに100の自治体での
実施を目指して取り組んでまいります。
　また、こうしたVitality健康プログラムの提供を通じた

取組み以外にも、当社ではかねてから自治体との連携強
化を進めており、2023年4月時点で44の都道府県お
よび全国多数の市町と協定締結・事業連携等を行ってお
ります。
2023年3月に策定した「住友生命グループ
Vision2030」においては、充実したくらしを支え、地域
に根付いたウェルビーイングサービスを提供することを
掲げており、こうした取組みにより、自治体との関係性を
より強固にし、お客さま・地域・社会へのウェルビーイング
に貢献してまいります。

営業職員が子育てをしながら長く働き続けることができるような環境を整えてほしい。

　当社では、育児支援として、育児に関連した休業や休
暇、勤務時間の短縮措置等を設けておりますが、育児休
業を子どもが3歳になるまで取得可能とするなど、法令
で義務付けられている内容を上回る制度としておりま
す。さらに、産前産後休暇・育児休業から復職した場合、
そのお子さまが小学校に入学するまでの間、毎月1万円
相当の育児費用補助も行っております。
　これらの取組みの結果、当社は「子育てサポート企業」
として、厚生労働大臣から「プラチナくるみん」認定を受
けました。「プラチナくるみん」は2015年4月に創設さ

れ、「くるみん」認定を受けた企業のうち、より高い水準
の取組みを行った企業が認定を受けられる制度です。
　また、育児と関連して、2023年4月からは、世間の動
向や職員の声を踏まえ、不妊治療を受ける場合に利用可
能な休暇・休職制度を新たに導入しております。
　このように、これまでも営業職員が出産や育児をしな
がら、長く働き続けられるような環境づくりに努めてまい
りましたが、今後も世間や職員の声に耳を傾け、一層働
きやすい環境づくりに努めてまいります。

◆ご契約者懇談会でのご意見・ご要望の例
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